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第 47 回入札監理小委員会 

議 事 次 第 

 

 

日  時：平 成 20 年 7 月 29 日 （ 火 ） 17 : 2 0～ 1 9 : 4 2 

場  所：永 田 町 合 同 庁 舎 １ 階  第 １ 共 用 会 議 室 

 

 

１．開 会 

 

２．議 題 

① 実施要項（案）の審議 

○ 見本市・展示会情報総合ウェブサイト（Ｊ－messe）管理・運営業務 

（（独）日本貿易振興機構） 

○ 国際協力人材センターに係る業務委託（（独）国際協力機構） 

○ 「海外移住資料館」の管理・運営業務（（独）国際協力機構） 

 

② その他 

 

３．閉 会 

 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  小林副主査、逢見副主査 

 

（ (独 )日本貿易振興機構） 

  展示事業部 中村部長  展示事業部展示事業課 稲葉課長、野村課長代理 

  企画部企画課 栗田課長、坪井課長代理、廣田課員 

 

（ (独 )国際協力機構） 

  国際協力人材部 大石部長、大久保次長 

  国際協力人材部国際協力人材センター課 田和課長 

  調達部 柴田次長  調達部契約課 前田課長 

 

  JICA 横浜 高井所長、松本次長 

  JICA 横浜研修業務第二課 佐藤課長 

中南米部 室澤次長   

 

（事務局） 

  佐久間事務局長、関参事官、森山参事官、徳山企画官 
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（ (独 )日本貿易振興機構入室） 

 

○小林副主査  それでは、ただいまから「第 47 回入札監理小委員会」を開催いたします。  

 本日は、日本貿易振興機構の「見本市・展示会情報総合ウェブサイト管理・運営業務」、

国際協力機構の「国際協力人材センターに係る業務委託」、同じく国際協力機構の「海外移

住資料館の管理・運営業務」の３件の実施要項（案）について審議を行います。  

 初めに、「見本市・展示会情報総合ウェブサイト管理・運営業務」の実施要項（案）の審

議を行います。  

 本日は、日本貿易振興機構展示事業部の中村部長に出席いただいておりますので、業務

の概要や実施要項（案）の内容について御説明をいただきたいと思います。御説明は 20

分程度でお願いできればと思います。  

○中村日本貿易振興機構展示事業部長  ＪＥＴＲＯ展示事業部長の中村と申します。本日

はよろしくお願いいたします。  

 時間も限られておりますので、ＪＥＴＲＯの説明ですとか、改めてそういうことは省き

たいと思います。  

 ただ、私の方から１点だけ、今、Ｊ－ messe と私どもが呼んでおりますデータベース化

したものなのですが、それの重要性というものを一言だけ話したいと思います。  

 ここ 10 年くらい、日本の企業、中小企業は当然ですけれども、展示会に対する取組みが

大きく変わっております。以前は、日本の企業というのは展示会に出品するという主な目

的が広報だったんです。展示会を訪れる企業の目的は、情報収集だったんです。そこが欧

米と大きく違っていました。  

 ところが、ここ数年、７、８年、10 年以内でその目的が完全に変わってきておりまして、

私どもの業界の言葉で言うとＢ toＢ、ビジネス・ツー・ビジネスになっています。出品す

る方も、訪問する企業さんも、そこで商談してビジネスをするというふうに変わってきて

おります。  

 その点、私どもが 2001 年から始めましたＪ－ messe なんですけれども、特に海外の情報

が取りにくい中小企業さんにとって非常に重要な海外ビジネスツールになっているという

ことを御理解いただきたいと思います。  

 あとは、時間がございません。詳しい説明は展示事業課長の稲葉の方に代わりたいと思

います。よろしくお願いします。  

○稲葉日本貿易振興機構展示事業部展示事業課長  こんにちは。展示事業課長の私、稲葉

と申します。よろしくお願いいたします。見本市・展示情報総合ウェブサイト、Ｊ－ messe

管理・運営業務民間競争入札実施要項につきまして御説明させていただきます。  

 まず事業の概要でございます。この見本市・展示会情報総合ウェブサイト、Ｊ－ messe

と呼んでおりますが、これは国内外で開催される見本市・展示会の情報を全部まとめてお

ります。そして、国であるだとか、キーワード、業種、開催地、もちろん開催時期といっ

たところで検索ができるわけであります。したがいまして、海外の見本市の情報に関して

は、例えば今、油の値段がすごくいいので中近東のドバイに行って見本市に出たい。それ

で、ジュエリーを売るぞとなったら、ドバイで展示会、ジュエリーという形でやるとそう

いうものがさっと見つかるデータベースなんです。当然、海外の情報を積極的に入れて、

主に日本の中小企業さんに輸出促進のために使ってもらおうということであります。  
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 一方、外国の人たちは日本のマーケットを獲得するためにも、日本の展示会の情報も当

然入れているわけでございまして、日本の展示会の情報をたくさん入れて外国の企業の方

にも来てもらえるようにしたいということですが、これは一方でいきますと日本の展示会

産業の国際化を促すという要素からかと思います。当然、今後、日本が経済成長を進めて

いく上でサービス産業の活性化というところは極めて重要でございますし、こういったコ

ンベンションビジネスですよね。ＭＩＣＥなどという形で言っておりますが、そういった

ビジネスの振興にも本データベースというのは大変役立つものでございます。  

 このため、国内の見本市の開催情報の検索サービスを行うとともに、それ以外にも例えば

「世界の展示会場」、「海外見本市レポート」、「見本市月間ランキング」といった関連トピ

ックスもこの中に掲載するとともに、またデータベースのウェブサイトだけではなく、印

刷物として『日本の専門見本市』というものを和文、英文、双方で毎年 1,200 部ずつ刷り

まして、世界、国内、双方に配布して活用に資してもらっております。  

 事業の対象者、この事業はだれのために行っているのかというと、まず第一義的には日本

の中小企業の方々が輸出を増やしてもらうために海外の展示会に出るというのが１つ目に

なるかと思います。  

 ２つ目としては、当然日本の見本市の主催者が外国の企業の出品を促すためです。当然

これは海外の見本市の方々にとっても、運営主催者にとっても日本の出品者を始めとする

さまざまな企業の方に出品してもらうというのも大事なところであります。  

 更には、見本市というのは出品する側だけではなくて、当然それぞれ来場する方がいる

わけでありますので、来場してくれる人がいて、そこで新たなビジネスを発掘しようとい

う、そこの部分でも情報提供の有力なツールになっているので、そちらの方も当然事業の

対象者になるわけでございます。  

 更には、施行事業者の方々、見本市を組織していく上でサービスの提供をする人たちも

関係してきているかと思います。  

 そして、年間のアクセス件数が 56 万件であります。新規の登録件数ですが、見本市は大

体毎年行われるものとか、隔年開催のものなどがあるわけでありますが、年間大体 3,200

件が新たにデータが更新されているということでございます。  

 それでは、具体的に本入札におきましてどういった業務を民間事業者の方に委託しよう

と思っているのか。正直申しまして、本業務は今までＪＥＴＲＯでやっているのですが、

そのほぼ全面的な業務をこの入札の方に付したいと思っているところでございます。  

 １つ目が、見本市等の情報に関する登録及び受付及び支援策等の業務であります。これ

自体は、見本市の主催者に自ら主催者として登録してもらい、それによって個別の展示会

の情報を入力できるようなＩＤとパスワードを取得してもらってデータを入れていきます。 

 ただ、それをこのウェブサイトを訪問してくれる方にお見せしていいのか、開示してい

いのかどうか、私どもは当然ちゃんと正しい内容から入っているのかどうかを確認する等、

審査を行う必要があるわけであります。その業務を行っていますし、不備がある場合には

当の主催者に対して細かく尋ねた上で入力するようにしております。  

 同時に、見本市等の主催者への登録情報の更新依頼も行っております。一度入力された

データが陳腐化していては意味がありませんので、新しい年になったら新しいデータをど

んどん入れていってくださいねということを電子メールによる一斉送信によって要請を行

っております。  
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 そして、当然それだけを繰り返していると既に登録されている方々しか情報を入力して

もらえないことになってしまいますので、Ｊ－ messe に登録されていない見本市等の主催

者及び開催に関する情報の発掘も同時に業務としてお願いしたいところでございます。幾

つかの見本市関係の資料なども出ておりますので、そういったものを使うか、例えばウェ

ブサイトに「展示会」と入れて国名を入れると、新しい展示会などが幾つかヒットしてく

る場合もございます。よく我々も、どこの国で何の展示会というとまずこのＪ－ messe を

見るのですが、それでヒットしなかった場合などはやはりグーグルなども使って検索する

ことはよくあるところでございます。そういった作業をしつつ、展示会の主催者にコンタ

クトを取って、是非お宅の展示会をここに登録してくださいということをお願いするとい

う段取りにしております。  

 ほかに、私どものところに直接パンフレットなどを届けてくれる主催者もおります。Ｊ

ＥＴＲＯ展示事業部、ＪＥＴＲＯができてからずっとある部ではありますが、こういう見

本市主催者の皆様たちはよくＪＥＴＲＯに来てくれます。そういった方々からいただいた

情報などで、まだＪ－ messe に登録されていないものに関しましては、こちらの方に入力

してもらうという作業も行うことにしております。  

 続きまして、掲載情報の確認業務、これは極めて大事なものであります。一度入力した

ままになっていたのですが、会期間際あるいは６か月前になってから開催の計画が変わり

ましたなどという場合があっても、なかなかそういうものを直してくれないと、例えばＡ

会場からＢ会場に変わってしまった。それが結構離れていて、行ってみたんだけれどもそ

こではやっていなかったなどということが生じてしまうこともありますし、日程が変わる

ことなどもございます。それらを見て誤ったところに行ってしまうと結局役に立たなかっ

たことで誤情報になってしまいますので、必ず会期 3 か月前の見本市を対象に確認を行う

ということは極めて重要な業務になっております。  

 次は、『日本の専門見本市』という書籍でございますが、編集・印刷製本業務、こちらは

電子媒体、ウェブサイト以外の形での情報提供という形で印刷をしております。データそ

のものは、Ｊ－ messe のデータのうち日本で開催される展示会の部分を抽出する形で生成

ができるものであります。英語版 1,200 部、日本語版 1,200 部を印刷し、私どもでリスト

を持っておりますので、そういった活用をしてもらえる方々のところに送付してもらうと

いうところまでが作業に入ってきております。  

 同時に、コンテンツ情報の更新もあります。いわゆるデータベース以外のコンテンツの

部分でありますが、１つが「海外見本市レポート」です。私どもＪＥＴＲＯは海外に事務

所がございますので、そこに持ち回りで月に１つレポートを上げてもらっております。こ

ういう展示会がこの国で開催されました。その概要をＡ４に１枚くらいの分量でまとめて

もらっておりまして、これを毎月掲載するようにしております。ほかに「月間ランキング」、

アクセス数の多かった展示会のランキングをつくっております。「新着見本市」サイト、「展

示会参加・開催報告」、この「展示会参加・開催報告」は私どもＪＥＴＲＯは展示業務とし

てほかの部署でも展示会をやったりもしているのですが、一つひとつ展示会に参加しまし

たらその参加結果、その展示会がどういう内容であったか等をレポートにまとめてここで

御披露させてもらって、展示会をビジネスに有効に活用してもらうために情報発進させて

いただこうという趣旨のものであります。  

 そして、そのほかにも「世界の見本市ビジネス動向調査報告書」というものも私どもは
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つくっておりますので、こういった出版物ができましたらこちらの方もお知らせするとい

うことであります。  

 また、更に「世界の展示会場」、世界には本当に大きな展示会場がたくさんございます。

そういった情報をきっちりと入れておくことによって、自分がいざこの展示会に出るんだ

けれども、その展示会場というのはどういうものなんだろうというのは、こちらの方の情

報をもって、より充実した情報の提供を行っていきたいというものでございます。  

 その次に、「お知らせ」であります。これは、主に私どもＪＥＴＲＯが実施するビジネス

イベントに関するお知らせであります。主に展示会の出展者募集や、こういった展示会を

開催していますので是非御来場くださいといった内容でございます。  

 そして、「メールマガジンの作成と配信業務」です。月に２回、１日と 15 日にメールマ

ガジンを配信しておりますので、ここで今、申しましたコンテンツ情報のうちの新しいも

のをこのメールマガジンで配信しているわけでございます。  

 次が、「Ｊ－ messe を紹介する広報業務」であります。これは当然、広報を積極的にやら

ないと新規登録も行ってもらえません。更新をしてもらうためにも、どんどん広報を行っ

ていく必要がございます。この業務を委託内容の中に入れたいと思っております。  

 そして、実際にこのオペレーションをやっていただく上で、当然発注者であるＪＥＴＲ

Ｏの方との定期的な会議というのは開催させていただきたいと思っております。おおむね

月１回で、その進捗状況というものを報告いただき、もし問題点があったらその解決に向

けた解決策を模索するというのがこの会議の趣旨でございます。  

 当然こういうデータベースを運営しております外部からの問合せというのも入るわけで

ございまして、そういった問合せに対しましても月曜から金曜日の９時から 17 時の就業時

間につきましては、適切かつ速やかに対応していただくことも委託内容の中に盛り込ませ

ていただくことにしております。  

 次に、（４）の事業の実施にあたり確保されるべきサービスの質であります。Ｊ－ messe

へのアクセス件数は、先ほど申しましたとおり平成 19 年度は 56 万件でありました。これ

はやはり必ず維持していただきたい。  

 次に、２番目として見本市等の新規登録件数は 100 件以上を維持していただきたい。  

 「ハ」で見本市等の更新件数、これも過去の実績であります 19 年度実績の 3,100 件とい

うものを維持していただきたい。  

 それから、コンテンツの内容の正確性を維持すること。  

 各業務において機構、ＪＥＴＲＯが設定した期限を厳守することというのがサービスの

質として、うちとして求めるところであります。  

 契約の形態及び契約期間なのですが、まず契約期間は来年度、 21 年度と 22 年度の２年

間としておりまして、半期ごとに契約金額の４分の１をお支払いする形、契約方法は請負

契約という形で入札を実施させていただきたいと私どもとしては希望するところでありま

す。  

 入札参加資格に関してでございますが、この競争参加資格審査基準に関する内規に基づ

きまして、業種分類では「役務の提供等」というものが決められておりまして、その中の

Ｂ、Ｃ等級に格付けされているものであることを条件にさせていただいております。Ｂ級

というのは、ＪＥＴＲＯのルールでは 1,500 万円から 3,000 万円の案件に関して適切であ

るということであります。  
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 ただ、Ｃ級も加えておりますのは考え方でありますが、より中小の業者さんでも小回り

の利くところで実施できるのではないだろうかと思うので、より参加の可能性、門を広げ

たいというのがここの考えであります。  

 そして、これは入札実施に当たりましては総合評価方式で実施させていただきますので、

提出書類としては入札金額を記した書類、そして企画書、ＪＥＴＲＯの方で発行させてい

ただきます競争参加資格等級決定通知書の写しといったところを出していただきます。  

 企画書の内容としましては、組織的基盤に関する事項、経理的基盤に関する事項、そし

て事業の実績ですね。ウェブコンテンツ関連あるいは展示会関連類似事業の３年以内の実

績例とさせていただいています。当然のことながら、実施体制や具体的な事業計画、この

事業計画という点につきましてはアクセス件数や新規登録件数の増加のためにどういうこ

とをやるのか、どういう広報計画を立てるのかといったこと、あるいは見本市等の新規登

録件数や更新件数増加のための業務計画といったことも企画書の方できっちりと盛り込ん

でいただきます。  

 そして、評価の方法といたしましては、最初に基礎点の部分で 50 点と設定させもらって

いまして、それに関しましては経理的基盤、実施体制、事業計画というものが網羅されて

いることというので、この基礎点に関しては満点を取ってもらわなければ評価の対象にな

らないということであります。  

 そして、加算点の方につきましては、企画案に関しまして０点から 15 点、５つの項目で

それぞれ３点ずつの加点で評価させていただこうと思っております。  

 実績につきましては、０点から 20 点の形で案分しておりまして、１つの部分が見本市・

展示会のイベントのデータベースの管理・運営業務を行ったことがあるかどうか。もう一

つが、見本市等に関連する調査業務を実施したことがあるかどうかという点であります。  

 そして、３つ目が業務実施体制でありまして、ここの配分は０点から 15 点という形であ

りまして、見本市等に関する専門知識を有し、業務内容の全体把握をした上で、機構に対

して適切な報告を行うことができる専任の担当者が配置されているかどうかということが

１点です。こちらの方に 10 点配分しまして、もう一つが不測の事態に対応できる体制づく

りがなされているかということであります。  

 「落札者の決定」に関しましては、この 50 点の基礎点の部分と、更に 50 点の加点を加

えた点数を入札価格で割りまして、その除した結果が一番高いところにお願いする。もち

ろん予定価格をつくって設定させていただきますので、この予定価格の範囲内ということ

が求められるところでございます。  

 最後に、民間事業者が機構、私どもＪＥＴＲＯに報告していただくべきことといたしま

して、まず「四半期報告」を実施していただくということが１つ。  

 もう一つ、年度が終了した時点で翌月末までに「年度末報告」を出していただきます。

Ｊ－ messe へのアクセス件数、Ｊ－ messe に登録されている見本市等の主催者のアドレス件

数、見本市等の新規登録件数、見本市等の更新件数、英文登録内容の和文への翻訳件数、

必要なコンテンツに関する期限内の更新状況、掲載情報の正確性の維持に関する状況、メ

ールマガジンの作成状況、「日本の専門見本市」の印刷製本及び納品についての状況を機構、

私どもＪＥＴＲＯに報告していただくこととさせていただいております。もちろんクレー

ムやトラブルなどが起こった場合にはその都度、迅速に私どもＪＥＴＲＯに報告してもら

い、その解決に向けた方策というものを固めるという形で仕事を進めていきたいと思って
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おります。  

 今回、市場化テストの方に本件を対象としていただくに当たりまし、やはり私どもとし

ましても民間企業が持っているノウハウというものをいろいろ引き出せたらいいなと思っ

ております。民間企業から新たな提案、今のＪ－ messe をもっともっと進化させてお客様

に使いやすい情報になってもらいたいと思いますし、かつ国際的にもっともっと高い評価

が得られる。  

 先ほど申しました 56 万件といいましても、85％が国内からのアクセスになっております。

まだまだ海外におけるＪ－ messe へのアクセスというのは多くはございません。そういっ

た点でも、まだまだこのＪ－ messe は発展する余地は残されていると思いますので、それ

を実現するためにも是非民間企業の方々の新たなお知恵を拝借し、その力を活用して改善

に努めていきたいと思っております。以上であります。  

○小林副主査  ありがとうございました。ただいまの御説明につきまして御意見、御質問

がありましたらお願いいたします。  

○逢見副主査  イメージをクリアにするために幾つか質問したいんですけれども、この仕

事はＪＥＴＲＯのどこかの事務所の一角にデスクを置いて、そこで作業をするということ

になっているんですか。  

○稲葉課長  現状でまいりますと、そうは考えておりません。やはりどちらかの事業者さ

んのところで当然サーバーにはアクセスできるようにして、そちらで作業をしていただこ

うと思っております。  

○逢見副主査  情報については、自ら集めるものと、それからＪＥＴＲＯから提供される

ものがありますが、そこは場所が離れていても特に齟齬はないんですか。  

○稲葉課長  正直申しまして、ＪＥＴＲＯの方から情報を送る頻度というのはさほど多く

はございません。恐らく月に１、２件程度だと思います。都内でも我々は郵送して、そう

いった資料でこのパンフレットを入れてくださいねとやったり、あるいは簡単なものでご

ざいましたらファクシミリで情報を送りまして、それを元に新規に登録してください、登

録への手続を進めてくださいという形で対応することになるかと思います。  

○逢見副主査  実施要項の 17 ページに「従来の実施に要した経費」の記載がありますけ

れども、人件費、常勤職員が 17 年度は 190 万が 18 年、19 年とちょっと増えていますよね。

これは、何か業務の内容が変わったのですか。  

○稲葉課長  ここのところは、業務の内容自体が直接変わったからではございません。担

当が変わったからです。年次の上の者が担当する形になったからです。  

○逢見副主査  要は、年功賃金で人件費が上がったということですか。  

○稲葉課長  そういうことです。  

○逢見副主査  あとは、民間事業者の創意工夫というのは、こういうものは情報を提供す

るという仕事ですからやはり正確な情報、迅速な提供、それからユーザーフレンドリーと

いうか、それがユーザーにとって非常に使い勝手がいい。それから、いわゆる不正がない。

きちんと運営されている。そういうふうなことかと思うんですけれども、そういう部分で

民間に期待するというのはどんなところなんでしょうか。  

○稲葉課長  例えば１つ申しますと、これは外国のお客さんからきた問合せがありまして、

日本に対してインドの紅茶を輸出したいんです。では、紅茶を輸出する場合にはどういっ

た展示会に出たらいいんだろうということを考える人がいると思うんです。紅茶の輸出に
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ふさわしい展示会というのは、どんぴしゃりでティーの展示会があったらいいと思うんで

すけれども、必ずしもそうはならないと思うんです。  

 そういうところに、例えばフードなのか、ビバレッジなのか、飲料なのか、食品の展示

会でもそういうものができるのかというようなことがよくわかるような内容にしていくと、

例えば検索をした場合にティーと入れてもフードやビバレッジもしっかりと引っ掛かって

きてくれるよう形にできるようにすると、非常にヒット率などは高くなってきますし、幅

広い形で展示会の可能性を教えてあげられることになるんだろうとは思います。  

 だから、そこのところで工夫の余地として、検索で一番ふさわしい展示会を幅広く選ん

であげられる、紹介してあげられるような仕組みづくりというのがもしできるんだとした

ら、これは常に今までも改善してきているつもりではおりますが、改善する余地というの

はあるのではないかと考えるところであります。  

 あとは、やはりこういう検索であればスピードがアップするということもいいのかもし

れません。あるいは、対比がよりしやすいようにする見せ方とかという点もあるのかもし

れません。  

 ただ、我々自身はこれは今までも改善してきて少しでもお客様に役に立つようにしよう

と思ってきたわけでもありますので、正直言ってそこのところはもっとプロの皆さん、民

間でそういう業務をやっていらっしゃる方の新しい知恵というものを本当に期待したいと

ころであります。我々がわからないところ、気が付かないところに是非気が付いてもらっ

て、どんどんそういった知恵をここにぶち込んでいっていただきたいと期待するところで

ございます。  

○逢見副主査  あとは、サービスの質として要求されている部分で、５ページの「事業の

実施にあたり確保されるべき質」で、新規登録件数が年間 100 件以上とあるのですが、絶

えず毎年発掘すると毎年 100 件以上そうやってどんどん出てくるものなのかというのがち

ょっとよくわからないんですけれども、この 100 というのは経験的にはこういうものなの

ですか。  

○稲葉課長  やはりこのくらいはしてもらいたいなと思っているところであります。新し

い見本市というのは、新しいビジネスを起こそうと思いますとそういうものは当然起こっ

てくるものであります。  

 それと同時に、特に最近顕著なのは新興国、中国であるとかベトナムやインドといった

国々で見本市産業がすごく盛んになってきております。どちらかというと先進国ではもう

飽和状態なのかもしれませんが、新興国では非常に展示会が増えているというのが現状で

す。一つの新しい見本市主催者が自分を登録してくれると、そこが年間 10 件とか展示会を

開催しますので、恐らく主催者のベースでいきますと 20 社の主催者ぐらいがこの展示会デ

ータベースにアプローチしてくれて自分を登録してくれれば 100 件は容易に達成できると

思います。  

 今、本当に展示会場などもすさまじく大きいものがどんどんできておりまして、中国な

どでも広州に今 12 万平米の１つすごく大きいものがあるんですけれども、それがまたコピ

ー、同じものをつくりまして 24 万平米に広げるとか、そういうものがあるんです。これは

どんな感じかというと、東京ビッグサイトが約８万ですから、東京ビッグサイトの３倍で

す。  

 そういう途上国あるいは新興国においても、この見本市のビジネスというのはすごく大
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事だということが認識されているわけです。そういう点では、見本市の数はどんとん増え

ていきますので、しっかりとそういうものをきめ細かく見ていっていただければ、先進国

だけの専売特許だった見本市が今は新興国の方にやや広がっていっています。したがいま

して、決して 100 件は難しい数字ではないと思います。  

○逢見副主査  あとは、「ニ」のところに「コンテンツの内容の正確性を維持すること」

とありますが、これはどこかでモニタリングしないとなかなかわからないですね。そこは、

どうやってモニタリングするんですか。  

○稲葉課長  私どもの方で、先ほど申しましたとおりメールマガジンを各月の１日と 15

日に配信します。そのメールマガジンのコンテンツの中に、今後開催される展示会を国内

５件、海外５件、ピックアップしてもらい、そこのところのデータを見てもらって、デー

タを出してもらうんです。  

 それは、メールマガジンの原稿を事業者さんから私どもにあらかじめチェックを求めて

もらう形になります。そのチェックの段階で内容を精査いたします。それで、ちゃんとコ

ンテンツが入っているかどうか。これは、モニタリングという観点でいきますと、そこの

メールマガジンに掲載していただきます 10 件に関してはモニタリングの対象という形で

とらえていただけるかと思います。  

○小林副主査  それは、抜き取り検査みたいな形になるんですか。  

○稲葉課長  そうですね。抜き取り検査になりますね。そこは全部チェックして、そこの

ところのデータがきっちり入っていれば、逆に言うと 3,100 件全部を一件一件チェックし

ていたら何のための業務委託かわかりませんので、そこはメールマガジンの方にまとめて

きてくれている部分でチェックを行っていこうと思っております。  

○小林副主査  その検査の方法というか、モニタリングの方法というのは、この中に書い

てあるんですか。それは書いていないんですか。  

○稲葉課長  そこは書いていなかったですね。すみません。  

○小林副主査  書いてあった方が、どういうふうにチェックされるのかなというのがわか

ると思うんです。  

 それで、さっきの 100 件以上ということですけれども、 100 件以上確保していただきた

いということはよくわかったんですが、さっき民間のノウハウというものを引き出したい

というか、それを活用していただきたいというお話だったので、パフォーマンスのメジャ

ーとしてこの新規登録件数というものが重要であるとすれば、そこに何かインセンティブ

みたいなものを付けられないかと思うんですけれども、そういう工夫はできないですか。  

○稲葉課長  その点では、インセンティブが大切であることは十分我々も認識していると

ころであります。付けられたら本当にいいなと思っているところであります。  

 ただ、もちろんここは私どもも中小企業対策費を用いてやっているところでありますの

で、原資に限りはあるわけなのですが、その方向で前向きに考えていきたいと思っており

ます。ここはインセンティブ項目にできたらいいなとは本当に思っているところでありま

す。  

 ただ、これは難しいですね。設定すること自体、例えば 100 件としているのが 200 件、

20 件多くなったら契約金額の幾らにしてあげられるんだと言えるのか、言えないのかとい

う問題もありますし、当然これをやる段階では予定価格……。  

 もちろん、予定価格というのは我々がＪＥＴＲＯとして払えるお金の中に収まっていな
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ければいけないわけでありまして、それと実際の落札額との差額のところでしか正直言っ

てこのインセンティブというのは付与できないわけであります。そこのところで、そこの

余地がどの程度になるかがまず見えない段階でインセンティブ設定をどう設定できるのか。

あるいは、何％増で契約金額に何％プラスするだとかというところの設定の方法というの

で、むしろ妥当な在り方というものについて、より一層研究していく必要があるのかなと

思っているところであります。  

 かつ、ここの新規の登録 100 件というのは非常に重要なものでありますし、そういった

ところに新たな工夫、努力の結果というのは表れると思うんですが、全体の業務の中でこ

こだけが大きなウェート、圧倒的なウェートを占めているというわけでもございませんの

で、その辺の業務のウェートというのもそれぞれ判断した上で、ここの新規の登録が仮に

この全業務の中で 10％を占めるならば、その 10％を達成すべきところで何％の目標に対し

て何％超えた形で達成したんだから何％やるとか、そういうメカニズムをつくらないとい

けないと思っています。  

 むしろそういったところでは、先に走っていらっしゃる皆様の事例などをより一層研究

して、工夫、検討していきたいと思っているところでございます。いろいろ御示唆いただ

けたらと思っているところであります。  

○逢見副主査  インセンティブを設定している先行事例は幾つかありますから、これにう

まく類似したものがあるのかどうかはちょっとわかりませんけれども、やはり何かあった

方がいいですね。  

○稲葉課長  やる気になってもらいたいし、一生懸命やってもらいたいですね。そういう

メカニズムがあるに越したことはないと思っております。  

○小林副主査  予定価格という話が出たのでちょっと確認するんですけれども、先ほど 17

ページの「従来の実施に要した経費」のところで常勤職員の人件費や物件費、委託費等が

あるじゃないですか。つまり（ａ）で算定されたところというのは、今やらなければいけ

ない業務をやるのに使われた経費と考えていいんですか。それとも、この委託費等の部分

だけが今回出した業務ですか。  

○稲葉課長  主に今回、対象になりましたのは委託費の部分であります。プラス常勤職員

の部分も今回、少し部分的には入っていますが、やはりうちの方としてはこれを管理する

人間は最低１人はどうしても置かなければいけないと思っております。  

○小林副主査  その常勤職員の部分というは、全体のそこの業務を監督する人という位置

付けですか。  

○稲葉課長  そうです。  

○小林副主査  物件費の部分も入れていいんですか。物件費プラス委託費等ですか。  

○稲葉課長  物件費は、ＪＥＴＲＯの施設の部分なんです。  

○ 小 林 副 主 査  Ｊ ＥＴ ＲＯの 施設 でこの 業務 をやる ため に印刷 製本 費や通 信費 などが か

かったということなので、それプラス委託費を見ていいという感じですか。  

○坪井日本貿易振興機構企画部企画課長代理  御説明させていただきます。  

 こちらの人件費、物件費、委託費、今、（ａ）のところで書かれておりますのは、現在入

札対象範囲とさせていただいているところに過去関わっていた経費ということでございま

すので、こちらに書いてある金額相当のものが基本的には入札対象範囲とイコールのもの

になるということでございます。  
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○小林副主査  多分インセンティブを計算するに当たって、この達成した業務というのが、

ここに質のレベルが設定されているわけですけれども、これを達成するとどういう経済的

な効果が出てくるかということをカウントすることが基本的には必要なんだと思うんです。 

 それで、例えばＪＥＴＲＯのほかの業務の中でそういった経済効果のカウントみたいな

ものはされたことがあるんでしょうか。こういう J-messe のような活動をした結果、それ

が経済的に与えたインパクトみたいなものを測ったことなどはあるんですか。  

○稲葉課長  例えば、私どもで展示会を開催します。あるいは、日本の中小企業が特定の

外国などの展示会に出品する。そして、日本企業をひと塊として日本パビリオンを形成し

て出品してもらいます。そういった場合には、当然そこにおいて 40 社が出品いたしました。

各社さんで平均 50 件の商談がありましたので、2,000 件の商談がありました。そのうちの

10％は会期中に成約に至りましたので 200 件の成約があり、１件当たり１万ドルで 200 万

ドルの成約が達成されましたとか、そういうことは常に我々事業をやった上での成果とし

ては把握するようにしておりますし、そこのところは把握しております。それをもって経

済効果と言えるのならばそうなるんだと思います。  

 ただ、これに関しましてはデータベースでございますので、やはり常に鮮度をよくし、

新しい展示が出てきているという状況があるのならば、新規の登録というものがないとい

けない。データベースとしての鮮度であり、新たな情報というものが確実にビジネスを行

おう、新たにビジネスを開発しようと思っている方々に御認識していただけるようにした

い。情報を提供していけるものでありたいという気持ちであります。  

○逢見副主査  あとは、８ページの加点審査項目で（ロ）のａの「見本市・展示会・イベ

ントのデータベースの管理・運営業務を行ったことがあるか」ですが、データベースの管

理・運営というのは実際に国内で見たときにこういう業務をやる業者というのはかなりい

るんですか。  

○稲葉課長  展示会のデータベースは、このＪ－ messe 以外にも複数ございます。  

 ただ、海外の部分まできっちりとカバーできているものは、Ｊ－ messe に対抗できるよ

うなものは我々はないと特に自負しております。海外の情報を入れさせていただいている

という点では強いと思います。  

 ただ、国内でいきますと、こういったところでイベントがありますといったことで、展

示会も一つのイベントとして、ほかのイベントなどと合わせてデータベースを管理するよ

うなところというのはあるんだと思いますし、例えば地方自治体さん辺りでもやはり村起

こし、町起こし、あるいはにぎわい創造という観点から、こういうイベントをたくさんや

りましょうと言って、実際に各市町村さんなどでイベントの企画案が出てきますと、それ

を取りまとめて例えば県の単位等でこういうデータベース化している例というのはあると

思いますので、当然そういった業務が出てくればそれを受注されている、もちろんこれは

規模の問題はありますが、そういったデータベースというのは作成されているものと我々

は認識しております。  

○逢見副主査  「実績」とあって、「実績の質・量に応じて０～ 20 点」で、ａは 10 点です

が、上の企画案などは３点とかですから、こういうところは大きいですね。差が出てきま

すね。だから、相当実績評価の加点じゃないかという印象があったのですが、むしろ聞い

ていると何か企画内容の方がもっと重視されているような感じもしました。  

 それから、次の９ページに「見本市等に関する専門知識を有し」とありますが、ここで
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いう専門知識とはどのぐらいのものを言うんですか。  

○稲葉課長  先ほど部長の中村が申し上げましたけれども、Ｂ toＢの展示会とＢ toＣの展

示会の違いはやはりしっかりと認識してわかってもらいたいということです。それは消費

者に対して訴え掛けるものなのか。  

 例えば、ここの展示会でも非常に規模の小さいものなどに関しては、展示面積ネットが

1,000 平米未満のすごく小規模なイベントは掲載するのはやめましょうとしているわけで

す。つまり、出品者の数も少ないですから、なかなかそこにいってもビジネスができると

いうわけではない。小規模で、例えば１社でやっているような展示会などもあるわけで、

それも展示会と言えるわけです。  

 そういう展示会、つまり 1,000 平米のものはどういうものなんだということを展示会の

性格としてある程度わかってくれるような、少なくともその程度の基礎的な水準がないと、

話がなかなか通じないわけです。全部一から教えていってあげなければいけなくなってし

まいますので、例えば展示面積、ネットといった場合、このネットというのは何なのかと

いう話ですね。  

 この部分は御認識いただきたいんです。展示会をやる場合は見本市の会場の中にブース

をたくさん建てるわけですけれども、パブリックスペースがあるわけです。パブリックス

ペースを除いた実際にブースが建っているところがネット面積というわけですけれども、

そういった展示会の基礎的な部分というのは少なくとも認識しておいていただきたいとい

うので、こちらに「専門知識を有し」という形で記させていただいているところでござい

ます。  

○逢見副主査  要するに、企画書で出すわけでしょう。今、言われたようなことをどうや

って企画書に書けば、専門知識というのを入札参加者が理解してもらえるかということで

す。「見本市等」だけではやや抽象的な感じがして、見本市の何々とか、もうちょっと幾つ

か例を挙げたらどうでしょうか。  

○稲葉課長  舌足らずだったかもしれません。検討させていただきます。  

○小林副主査  先ほどのインセンティブについてですけれども、ここに書いてある質のレ

ベルを達成して、それに更に付加価値的に経済効果などのインパクトが見込めるというこ

とが評価できたときには、その予定価格の範囲内でボーナスみたいなものをあげるといっ

たら変なんですが、そういうようなことが書き込めないですか。これは、事務局に聞いた

方がいいんですか。  

 つまり、算定式をつくるのは、先ほどこれが 200 件だったらどうなんだという話があっ

て、かなり難しいと思うんです。ある意味、かなり複雑な算定式になってしまうかもしれ

ない。だから、そこの部分を予定価格との範囲内で差額分の間でそのパフォーマンスを上

げたと総合的に評価して、特に 100 件の部分を新規登録件数というものを重視してウェー

ト付けして、それ以上に達成した場合には予定価格の範囲内でボーナスと言ったら変なん

ですけれども、そんな書き方をするとアバウト過ぎるんですか。  

○ 事 務 局  一応 その 中 で、 例え ば 伸び 率が ど れぐ らい で ある とか 、 その 伸び 率 に対 して

何％という決めをすれば、今回は初めて事業を対象としてインセンティブを設定するとい

うこともございますが、ある程度基準は記載できるのではないかと事務局としては考えて

おります。  

 ですので、そのような形で、もちろん支払える金額の上限があるかと思いますので、そ



 14

このところはその範囲内ということで、ある程度これくらい伸びたから、この伸び率に対

してこれくらいのパーセンテージの額を払うということで、ちょっと御検討いただければ

と思います。  

○稲葉課長  私からも質問させていただきますが、ただ、これはものすごく難しいですね。

予定価格を仮に 2,500 万に設定していて、８割くらいとしましょうか。それで、 2,000 万

で落札してくれれば、その 500 万が範囲になりますが、落札額を思い切り勝負してきて

1,000 万でやってきたら、そこの差というのはものすごく大きくなってしまいますね。つ

まり、ボーナスとして使える範囲がですね。  

 そうすると、逆に大体予定価格 2,500 万のところで 2,000 万くらいで落札がくるのでは

ないか。そこのところはまさに見込みでやってみないとわからない話ですね。そこをやっ

た上で、差額の部分というものがどれだけ出てくるかによってここにあらかじめ書き込も

うかと思うと、こうやった場合には何％オンしますよ、何％オンしますよというのをあえ

て入れておくと、 2,480 万でやったとしたら実際に何％とかといって、それを達成した場

合には書き込んでいたことが守れなくなってしまいますね。  

○小林副主査  ただ、入札に参加する企業は、やはり予定価格の範囲内に入らなければい

けないということと、それからどの程度頑張ればいいんだということを考えると思うんで

す。それで、サービスの質を一応こうやって設定されていますけれども、これを最低限達

成した上で低コストでなるべく入れようと、取りたければそういう努力をしますよね。  

 そうすると、取れたとしたら、結局そこから頑張ろうとするかという意味なんです。つ

まり、可能性として予定価格よりも頑張って随分低い価格で入れて、これでぎりぎりなん

だけれども、でも頑張れば頑張ったなりのボーナスが出るよというようなことが付け加え

られていれば、最初からないよりはそれなりにモチベーションが上がると考えられると思

うんです。  

 この算定式を開発するのは結構経験が必要だと思うので、今すぐにこの質のレベルでど

ういうふうに算定したらいいか。150 件になったらどうかとか、200 件になったらどうかと

いうことで、どういうふうに測定していくかというのはすごく難しいので、含みを持たせ

た形で何か書き込めないかという意味なんです。だから、それが余りにもぼんやりしてい

て、何のモチベーションにもならなければ全然意味がないので、どのぐらいのぼんやりさ

で書けるのかということを事務局との間でやり取りをしてもらったらいいかと思うんです。

その間に、やはりパフォーマンスの面をどうやってメジャーしていくのかということを、

こういう経験を積みながら考えていくことが必要だと思うんです。  

 質はここまで達成すればいいとベースラインを決められてしまうと、そこまでしかやら

ないというのがやはり民間だと思うんです。そこまでやってコストはこれだけ下げますと

いうことだけれども、コストを下げた努力と、それから質を上げた努力というのをやはり

測ってもらえたら、その分は頑張ろうというか、創意工夫を引き出す呼び水になるんじゃ

ないかと思うんです。だから、余りリジットに書いてしまうと大変なことになってしまう

かもしれないので、その頑張った分の評価をしますよということを何らかの形で予定価格

との絡みで書き込めないかという工夫をする余地はあるのかなと思うんです。  

○事務局  これは実施要項に書きますと契約の一部になりますので、これくらいの実績だ

ったら幾らというのは大体わかるようなものである必要はあると思うんです。  

 ただ、今回は予算の制約が出てくるということですので、予定価格との差分を上限にし
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てというような書き方をするとか、予算の制限の範囲内でというような書き方をするとか、

そこはいろいろ書き方はありますけれども、上限はありますということは書いておく。  

 それで、むしろ頑張ったらどれぐらい増えるかというのを、２倍にできるのか、頑張っ

ても１割ぐらい増やすのがやっとだというところなのか。その辺でその刻みをどうするか

というところが変わってくると思いますので、その辺の経験値みたいなものがあれば、そ

こをむしろよく考えていただいた方が、いいインセンティブになるのではないかという気

がするんです。  

○稲葉課長  考えます。  

○事務局  その辺は相談させていただくようにしたいと思います。  

○関参事官  ちょっと補足しますと、先ほど委員から御指摘のあった８ページ、９ページ

の評価方法のところですけれども、企画案のところで 15 点、実績のところで 20 点、その

表現についても御指摘があったところですが、この辺の点数のバランスとか、その辺はま

た後で事務局とも少し相談させていただければどうかと思います。  

○稲葉課長  かしこまりました。お願いします。  

○小林副主査  それでは、時間となりましたので、本日の審議はこれまでとさせていただ

きます。  

 事務局からはそれでよろしいですか。  

○事務局  先ほどのインセンティブのところと、企画書の評価の点数の配分のところをま

た相談させていただきながら検討させていただきたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。  

○小林副主査  それでは、少し事務局と調整をして、それで実施要項 (案 )を公表してパブ

コメに付すということでよろしいでしょうか。  

○事務局  調整させていただき、その結果をまた先生にお示しさせていただいて、その上

でパブコメできればと思っております。  

○小林副主査  それでは、今のようなプロセスでパブコメに付して次回の審議で議了する

という方向で調整を進めたいと思いますので、機構におかれましては今日いろいろ議論を

したところを踏まえて検討していただいて事務局と調整をしていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。  

○稲葉課長  どうもありがとうございます。  

 

（日本貿易振興機構退室）  

（国立協力機構入室）  

 

○小林副主査  続きまして、「国際協力人材センターに係る業務委託」の実施要項（案）

の審議を行います。  

 本日は、国際協力機構国際協力人材部大石部長に御出席いただいておりますので、前回

の審議を踏まえた実施要項（案）の修正点等について御説明いただきたいと思います。御

説明は 10 分程度でお願いできればと思います。  

○大石国際協力機構国際協力人材部長  それでは、ＪＩＣＡ人材部の大石です。どうも本

日はありがとうございます。  

 前回の御指摘を踏まえまして、私どもの方で修正しまして、主に３点ですね。修正点と
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しまして、まず１点目はセミナーの開催に関わる委託費の支払いの方法について若干随契

とみなされる部分があるという御指摘もいただきまして、総価で入札をするように徹底い

たしました。  

 それから、２点目として、民間業者が行うべき業務内容に若干あいまいな、不明確な部

分があるということで、その部分を、より明確にし、かつ過去の業務量の変遷がわかるよ

うにその業務量の実績を明確にいたしました。  

 ３点目につきまして、サービスの質として設定される指標について若干疑問があるとい

うことで、これについて現在我々は内部的に幾つか調査をしておりまして、そのアンケー

トの調査結果も踏まえましてもうちょっといい改善案ということを、追って説明したいと

思います。  

 では、もう少し詳しい内容については田和の方から御説明いたします。  

○田和国際協力機構国際協力人材センター課長  それでは、補足的に説明させていただき

ます。  

 まず、１点目の懸案でございました委託費の支払いの部分でございます。ここにつきま

しては、実施要項（案）の５ページのところにございます「キ」のセミナーの種類という

ところの①を若干変えておりまして、なかなか３年間の中でどこでいつ実施するかという

のは難しいんですが、一応我々としては想定を置きました。  

 それで、ここに書いているとおり、開催地及び３年間の開催回数というものを行いまし

て、東京が年１回で計３回、札幌、名古屋、九州、沖縄それぞれ１回、それからこれは関

西圏を想定しておりますけれども、神戸で２回ということでやっております。このうち、

その３年間の中で地方におきましては２回ずつ機構が主催するセミナーというものを実施

していくというような形で指定をしております。そういう意味では、その中でこの民間事

業者がそれぞれの見積もりを行っていただいて、総価で競争に臨んでいただくという形で

整理をいたしました。  

 ２点目でございますが、業務の範囲についてです。これまでの案でございますと、機構

の職員の旅費であるとか、講師の旅費・謝金については民間事業者が機構内のシステムを

活用して手続を行っていただくというところがございました。それで、委員会の方から御

指摘等をいただいて、ここは偽装請負等の誤解を招くのではないかという話もちょっとご

ざいましたので、そういう細かな指示をする。決して我々はそういう趣旨ではございませ

んが、やはり疑わしいところであれば改めるべしということで改めました。それで、基本

的にはそこの部分はＪＩＣＡが行うということで整理をさせていただいております。  

 もう一つは、業務の内容があいまいで、またそこを逐次、例えばＪＩＣＡが指示をする

ような形になっているのではないかという御指摘もいただきましたので、その辺も改めて

見直しました。具体的には、前に皆さんからも御指摘いただいて、ちょっとやらせ過ぎで

すかねなどというところで申し上げた、我々がセンターのサービスとか、そういうものを

向上させるためにいろいろな調査とか、そういうものを行うところを、実施者の立場とし

て何か提言をいただくというものだったのですが、そこを改めまして、我々が行う調査に

おいて実施者の立場としてコメントとか、そういう助言をいただくというレベルにいたし

ました。  

 つまり、彼ら自身に何か調査を行って何か提言を出すというものではなくて、我々がや

っているプロセスの中で、ユーザーからこういうような意見がありましたよとか、そうい
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う意見を直接いただくようなレベルにしました。そういう趣旨ですが、またはそういうよ

うな会議というか、打合わせに出席いただいてコメントをいただくという程度に収めたと

いうことでございます。  

 ３点目の情報開示でございますが、お手元の資料の 34 ページにあると思います。後ろの

方です。前に委員の皆様方から、広報活動でどんな広報をやったのかというところを年度

別に書いたらどうかというような御助言をいただきました。そこについては、「ＰＡＲＴＮ

ＥＲ」のコンテンツ開発の履歴というような形で 34 ページの下のところでございますが、

広報活動ということで 18 年度、 19 年度、 20 年度ということで我々が改定を行いましたホ

ームページのコンテンツの内容を年何回くらいやっているかということを記載いたしまし

た。  

 実際には、ページ何枚分とか、情報量何メガということも考えたんですけれども、実は

写真の量などが掲載されていたりすると、またそれだけで変わってしまいますので余り意

味がないということで、実際にホームページを見ていただいて、この部分が変わっている

んだなということを見ていただければ、どれぐらいのコンテンツの改定をしているかとい

うことがイメージできると考えまして、このような書き方にしてございます。  

 ４番目のサービスの質のところでございます。幾つか、事務局を通じましても御指摘を

ちょうだいしております。  

 １つはアンケート調査で、回収率を質として設定するのは民間事業者の過度な負担にな

らないかというような御指摘だと思います。実際には、我々は基本的にはこれまでの実績

を踏まえてアンケートの回収率なり、そういうものを設定しているつもりでございますけ

れども、特に今まで実施してこなかった登録団体へのアンケート調査であったり、メール

相談におけるアンケート調査については、回収率とか、そういうところがデータとしてご

ざいませんので、そういうところについて設定するということはなかなかベースがないも

のですから難しいのではないかという御指摘だと理解しております。  

 そこのところにつきましては我々の方でも検討いたしました結果、メール相談につきし

てはここの部分を取り下げたいと思います。もちろん作業といいますか、業務の中でアン

ケートを取っていただくということは続けたいと思っているんですけれども、質の確保と

いう意味でそこのところについては取り下げたいと思います。  

 では、登録団体への調査はどうするのかというところでございますが、実は我々も現在、

独自に今いろいろな団体に我々のパートナーの事業というのをどういうふうに改善したら

いいのかというところについて自分たちで検討をしているところでございまして、８月の

段階で全登録団体、 370 団体にアンケート調査を実施しようと考えております。それで、

その中において満足度とか、どういうふうに使われているのかというところも聞こうと思

っております。その回答が８月の下旬くらいに返ってくる予定でございますので、とりあ

えずそれをベースにサービスの質にさせていただければどうかと考えているところでござ

います。  

 ちょっと言い忘れましたけれども、メール相談の方とか、団体登録なり、我々のパート

ナーのサービスを活用されている方につきましては、我々は利用規程というものをつくっ

ておりますが、利用規程を改定いたしまして、こういうサービスの向上のためにアンケー

トを取る場合は可能な限り協力してくださいということを利用規程の中に含めようと思っ

ております。今年改定いたしますので、そういうところも入れることによってできるだけ
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アンケートの回収率を高めるというような努力も並行して行うつもりでございます。そこ

がアンケートの調査でございます。  

 もう一つ、セミナーの参加者数を質として設定している。セミナーの内容につきまして

はＪＩＣＡが最終的に決定するものなので、そこは民間事業者の質を求めるところにして

はちょっと厳しいんじゃないかという御指摘だったと思います。そこにつきましては、我々

はこういう考え方でどうか。まだこれは御議論といいますか、御意見を賜りたいと思って

いるのですが、基本的にはセミナーの構成要素であるいろいろなセミナーの中の内容につ

きましても、個別キャリア相談というものを実施者が相談者からやっていただくというと

ころも大きな部分を占めております。  

 もう一つは、セミナーはこれまで数年やっているわけなのですけれども、その内容は大

きく変えるつもりはないんです。つまり、同じようなセミナーをこのようにやっていく。

もちろん、会議の開催の仕方などの工夫をしていくのは当然ではございますが、そのコン

テンツの内容的なところにつきましては大体定型といいますか、決まってきておりますの

で、そういう意味では内容をそれまでのものと大きく変えない方向で考えております。  

 そういう意味では、広報のやり方とか、そういうところによって大きく左右されると思

われますので、これまでの実績をベースにさせていただければ、それほど民間事業者に我々

の内容が何か問題で満足度が上がったり下がったり、もしくは集客数が大きく増えたり減

ったりするものではないのではないかとも考えておりまして、その辺も含めまして御意見

を賜りたいと考えているところでございます。  

 最後になりますけれども、インセンティブの設定のところでございます。ここについて

は、基本的には我々は情報提供件数につきましては毎年２％の増加という形です。  

 すみません。参考資料を事前に配るのを忘れておりました。これは、前に口頭で申し上

げましたけれども、我々がこれからの業務の質のところで求めようとしているこれまでの

情報提供件数なり、新規登録者の実態、実数なんですね。これをごらんいただければと思

います。  

 基本的には 15 年から稼働しておりまして、情報提供件数からしますと 716 件から 1,800

件、2,200 件というような形でどんどん増えてきているわけです。それで、アップ率も 160％

から 10％と２％までいっているという形で推移しております。  

 しかしながら、前回も申し上げたと思うんですけれども、平成 19 年につきましてはシス

テムメンテナンスということが長期間ございまして、若干数が少なくなっているというこ

とでございます。我々の想定では、少なくともこれよりも 100 件くらいは多いのではない

かと考えている次第でございます。  

 事実、実はこのシステムメンテナンスで我々はそういうことが余儀なくされてしまった

わけなんですけれども、今は安定稼働をしておりまして、この四半期、つまり４、５、６

で年度が変わりますから、４、５、６の四半期の情報提供件数を見てみますと、合計 881

件あったんです。それで、これを例えばこのまま４・四半期になりますから４倍にすると

3,524 件という形で、また上昇するという形になっております。  

 ただ、これをきれいなトレンドでこういうふうに表すというのはなかなか難しいところ

もありますし、ごらんのようにアップ率につきましては昨年の問題があった段階でも２％

まではありましたので、そういう意味では十分こういう数は維持できるのではないかと考

えている次第でございます。そういう意味では、アップ率２％というのは決して高い数で
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はないと我々としては判断していると考えております。  

 もう一つ付け加えて申し上げますと、今年の 10 月には国際協力銀行の有償資金協力の部

分の統合がなされます。その中のＪＢＩＣのところには専門調査員という専門家の職種が

ございます。その方々は今年の 10 月からでも大体 100 人、来年、年間で少なくとも 200

人増えるんです。その方々の公募公示の情報も当然ここの中に乗ってくると考えておりま

して、そういう活動を入れるとむしろ低過ぎるくらいではないかという数に、寝ていても

とは言いませんけれども、自動的に広報活動によらなくてもＪＩＣＡのシステムによって

数が増えてくるというところもございますので、決して民間事業者に対して厳しい設定値

ではないというふうに我々としては考えているということでございます。  

 ただ、下降トレンドをどういうふうに考えていくのかというところもございますが、少

なくとも２％くらいまではできないと困るのではないかと考えているということでござい

ます。  

 あとは、新規登録者も同じでございます。この表でいきますと、 1,300 とか 1,200 名と

いうのを毎年やっているんです。それで、毎月我々は 1,100 名以上の登録者をいただいて

おりまして、先ほどの四半期の報告書から見ますと、今年度の新たな人材登録者の数とい

たしましては毎年 147 ないし 136、190 ということで４、５、６で合計 460 名くらいの方が

きているということですので、かなり超過してきています。そういう意味では、毎年 1,200

名の方々の登録を目的にしても、それほど大きな問題だというふうには考えていないとい

うことでございます。以上がインセンティブについての考えです。大体そのような形です。  

 あとは、もう一つ申し上げますと、先ほどＪＢＩＣの統合の話で 100 名以上の方、毎年

200 名以上の方がこういうものを通じて登録されますので、この数も当然増えていくと考

えているということでございます。以上です。  

○小林副主査  ありがとうございました。それでは、ただいまの説明につきまして御意見

と御質問をお願いいたします。  

○逢見副主査  前回の審議を通じて幾つか修正していただいたところがありまして、特に

委託費の支払いの方法、業務の範囲のところとか、こういったところは率直に言って従来

の随契でやっていた部分の感覚がそのまま当初は表面に出てきているという感じがありま

した。そこは、やはりグレーな部分は廃止して、きちんと業務委託として明確に何が委託

される業務なのかということが、修正したことによってかなり明確になったと思います。  

 そういう意味で、実施要項はこういうふうになるわけで、これでいいと思いますが、要

は頭の切替えが重要だと思いますので、実際に業務を委託する際にも十分そうしたいわゆ

るグレー的なものがないようにきちんとした委託という概念でやっていただきたいと思い

ます。  

 あとは、やはりサービスの質のところが論点になるんだろうと思うのですが、このセン

ター業務のミッションは国際協力業務という、広く言えば日本という国が海外からどう評

価されるかということで、志ある人たちをうまくいい仕事にマッチングさせてあげるため

の非常に重要な業務だと思うんです。そういう意味で、志ある人たちがセミナーに参加す

る、あるいは一方で団体の側からもちゃんとした求人が出てくるということで双方から、

団体からも、それから個人からも信頼される、そして満足度のあるということだろうと思

います。  

 それは、やはりアンケートでしかなかなかそういうものを知る手立て、評価する手立て
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はないと思いますので、アンケートでいいと思うんですが、回収率を設定することはどう

なのかということがありますね。そこをどういうふうに考えたらいいのかということで、

統計上というか、集計するときに有意なデータは集まらなければいけない。しかし、別に

集めることが目的になって、目的と手段が混同されてはいけないということだろうと思い

ます。  

 そういうときに、 70％以上の回答を集めなさいとかというふうな表現になったときに、

手段が目的化されるということにならないかということがちょっと懸念されているんです

が、その辺はどうなのかということです。  

○田和課長  おっしゃるとおりだと思います。回収率につきましては、目標値ではないん

です。我々としましては、最低限の閾値的なものとして考えるべきなんだろうと思います。  

 当然、数が少なくて５通しか集まりませんでしたといったらそのアンケートの質は測れ

ないものですから、そこは余り必要以上に高く上げるということは今、逢見副主査がおっ

しゃったように、目的化しているようにとられるところもあるのではないかとは思われま

す。そういう意味では、もう少し下げてもいいのかもしれません。その辺は、我々として

も検討させていただければと思います。少なくとも統計的にとどこまで言えるかどうかは

わかりませんけれども、有意な数をもらうということが我々の趣旨でございますので、そ

の観点からもう一度見てみたいと思います。  

 70％というところまで必要なのかどうか。それが過去、実績としてたとえあったとして

も、それが必要かどうかというところの御指摘かというふうに理解しましたので、考えた

いと思っています。  

○徳山企画官  修正の方向としては、登録団体については８月に実際アンケートを取って

みて、その実績に基づいて 70％がいいのかどうかというところを見直す。それから、キャ

リア相談の面談については、面談だからこれはアンケートが取りやすいということで 90％

というものを残す。  

 ただし、メールというのは実績がないので、メールの回収率の 60％は落とす。ただし、

メール相談の場合もそういうアンケートをやるのであって、キャリア相談とメール相談の

全回答者の８割以上から満足、おおむね満足というところは変わらないということですね。 

○田和課長  そこは変わりません。質のところは変わりません。  

○徳山企画官  ただ、回収率の要件はキャリア相談、面談についてのみあって、メールの

相談の回収率の要件はないという方向で見直しを御検討されるということですか。  

○田和課長  ただ、その数自体も今、逢見副主査の方からありましたけれども、目的化し

ないように、敷居を余り高く取る必要はないという趣旨だと理解しましたので、その点に

ついても改めて考えていきたいと思っております。  

○小林副主査  ８ページの「ア」の「登録団体を対象とした満足度アンケート調査の結果」

というところでいいんですね。この下のところに、「掲載を１件以上行った団体が 70％以

上の回答を得ること」と書いてあるじゃないですか。これは、ここが目標になっているよ

うな書きぶりになっているんですね。だから、そこもちょっと工夫していただいた方がい

いんじゃないかと思います。  

○田和課長  ちょっと書きぶりというところもありますね。  

○逢見副主査  最初に満足以上の評価を得ることというのがあって、次に回答を得ること

というのがあると、全く同列に要求しているという感じがあるので、ちょっと書きぶり考
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えた方がいいですよね。  

○田和課長  そこはちょっと考えてみます。  

○逢見副主査  それから、「エ」の新規人材登録者 1,200 名以上というのがありますが、

これは例えばこういう国際協力人材といった場合に、予期せぬ事態みたいな、例えばどこ

かで戦争が起きるとか、あるいは大規模なテロが起きるとか、そういうことによってやは

り引いてしまうというようなこともあり得るんじゃないかと思うんですが、そういう民間

事業者の責によらない不可抗力的なことというのは配慮すべきじゃないかと思います。  

○田和課長  そこは、当然配慮すべき部分だとは思っています。我々は何が何でもこれを

達成するというのが趣旨ではなくて、サービスとしてこういうものを目指してほしいとい

うものでございます。こういうインセンティブというところも、実は我々にとっては初め

ての経験でございまして、気持ちとしてはそういう意味で考えております。  

○逢見副主査  それから、次のセミナーです。このセミナーそのものは機構が主催するわ

けですね。そうすると、満足した、しないというのはやはりそのセミナーの中身、行って

聞いてみたけれども、正直言ってがっかりしたとか、そういう場合には委託の事業者にそ

の責任があるのではなくて、機構そのものの企画内容に問題があるということですね。  

○田和課長  アンケートということですね。御指摘はもっともだと思っております。我々

どもの添附している資料の後ろから２枚目、３枚目が正式なんですけれども、  

 すみません。今日の資料には付けていなくて、前回お付けしていたと思うんですけれど

も、人材セミナー○○アンケートという案がございまして、それが我々どもが実際にセミ

ナーのときにお配りしていただこうと考えているアンケートでございます。それで、後ろ

の方の２枚目の囲いのところがございまして、運営の部分についてそこを聞こうとしてお

ります。まさしくそのセミナーで問う質はそこの部分でございまして、セミナーの内容と

いうよりも今回の会議の部屋の設定であるとか、準備、段取りもしくはお知らせの仕方と

か案内とかがきちんとやられているかどうかというところを評価するというところでござ

いますので、いいんじゃないかと思っております。  

○逢見副主査  あとは、インセンティブの 10 ページで、後で追加でいただいた資料で２％

の数字の意味するところは大体理解しましたが、今度は５％を下回った場合にディスイン

センティブということになりますね。この５という数字はどういうふうなイメージですか。 

○田和課長  ２％とか、上がる方は達成しても我々は報奨として差し出すことについては

問題ないんですけれども、下がること、さっきも申し上げましたようにトレンドからする

となかなか読めないところがあるんです。  

 我々としましても、ディスインセンティブを取るというのはかなりの根拠がないとこう

いうことは取れないのではないか。そういう意味では、かなりの変動幅があってからでな

いとこういうディスインセンティブというのは取るべきではないという考え方に基づきま

して５％、ここまでは最低限やっていただきたいというつもりで設定いたしました。  

 それで、皆様の方から御指摘いただいた、確かに最終年度において５％マイナスになっ

たとしても、19 年度のものに比べればそれ以上のものを達成しているのでいいのではない

かというような御意見もあったと伺っておりますけれども、我々としましては先ほど申し

上げたように 100 人、200 人規模の人が新たに登録していくというところもございますし、

これまでのトレンドというところから考えますと、当然同じレベルということは余りない

のではないか。  
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 むしろこれぐらいを達成しないと、委託によって効率化されたのではないんじゃないか

と国民から言われてしまうかと思っておりまして、随契とは調達の仕方が違いますので、

それを比較するというのは違うのかもしれませんけれども、今までどおりやってもそれの

トレンドで確保できているものだからと言って、それを下に設定するということは余り好

ましくないのではないかと考えまして、そのような考え方で目標というものを設定してい

るという次第でございます。  

○逢見副主査  さっきＪＢＩＣの関係で、 100 から 200 の増はある。そうすると、確実に

情報提供は何も努力しなくても増えるんだということですか。  

○田和課長  はい。今、ＪＢＩＣさんとは統合の段階でのいろいろな打合わせをしていま

すので、これで何名という形ではなかなか申し上げられないのですが、今そのような形で

我々は国際協力人材部としても準備を始めているところでございます。  

○小林副主査  でも、減額が少し大きくないですか。かなりパニッシュみたいになってい

るんじゃないかと思うんです。そうすると、そこのリスクテイクを民間事業者がどうとら

えるかというところがあると思うんです。だから、もうちょっと慎重にした方がいいんじ

ゃないかという気がしないでもないです。  

○田和課長  我々は、ここは本当にセーフティネットといいますか、それが起こることを

想定して設定しているものではないものですから、若干御指摘のように数が大きいという

考え方はあるのかもしれませんが、基本的な考え方といたしましては、例えば 1,200 人を

確保する事業が 100 万円でできたとしたら、 200 万円払えば２つできるわけです。それが

半分になったら例えば 50 万円の効果しかなかったということから考えると、それが 95％

の人数で５％マイナスになれば５％のパニッシュメントといいますか、ディスインセンテ

ィブというものをセットしても、そこはお金の使い方としては問題ないのではないか。  

 ただし、おっしゃったようにいろいろな事情、国際環境とかいろいろな人材の環境とか

というところは我々も勘案する必要がございます。そこについては 10 ページの「オ」のと

ころで書いてございます「但し、長期間に亘るシステムのトラブルの発生等」というとこ

ろなのですが、「民間事業者の責任に起因しないと機構が認める場合はこの限りではない」

というふうに書いておりまして、その辺は当然我々も対等な契約者として協議しながらそ

ういうところでのディスインセンティブというところの適否をしていくということが必要

かなと考えております。  

○小林副主査  この書き方で十分なんでしょうか。  

○田和課長  システムトラブルだけでなくて、もう少し含みを持たせて、国際環境とか…

…。  

○逢見副主査  「エ」で言うと、先ほど言った戦争とかテロとかということもあるから、

システムトラブル等だけだとなかなか読み取れないですね。  

○田和課長  読み切れないということですね。そこは今、申し上げたシステムトラブル、

国際環境などというような状況を踏まえて何とかというふうにするようにいたします。趣

旨としてはそういうつもりでございますので。  

○関参事官  表現の部分でよろしいでしょうか。今の 10 ページの「エ」のところなんで

すけれども、これは「ア」、「イ」、「ウ」、「エ」、「オ」を達成しというところの表現は必要

ないのではないかと思うんです。「ア」と「イ」と「ウ」は達成するだけで２％増は払われ

ないんですよね。ですから、誤解を招かないように、単に「ウ」について２％超過、「エ」
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について 10％超過を達成したとか、「ア」と「イ」と「ウ」について触れる必要はないん

じゃないかと思います。  

○田和課長  我々としましては、「ア」と「イ」と「ウ」と「エ」というものは、すべて

達成していただかないといけないと考えているんです。その上で、更に「ウ」については

２％、「エ」については 10％という考え方でございます。つまり、１か所の部分で何かで

こぼこできて、数は達成されたけれども、質はぼろぼろだったというときにはやはりだめ

なんだろうと思います。そういう趣旨で書かせていただいております。  

○関参事官  そういう趣旨ですか。では、この２％増が払われるのは「ウ」について２％

超過と、「エ」について 10％超過、これは両方が達成される必要があるということですか。  

○田和課長  そういうことです。更にということです。つまり、通常、敷居をここで設け

てございまして、少なくともここまでは達成してくださいねと。インセンティブですから、

それを達成した上でここの部分を超過すればインセンティブとしてお支払いしますという

考え方です。  

○関参事官  御趣旨はわかりました。  

 それから、細かいかもしれませんが、「オ」の目標というのは件数の目標ですよね。いわ

ゆる２％ずつ増加させるというところのことじゃなくて、件数の目標を５％ということで

すね。伸び率ではなくて。  

○田和課長  そのとおりです。そこはちょっと表現が不十分でした。  

○小林副主査  それでは、時間となりましたので、本日の審議はここまでといたします。 

 事務局から何かありますか。  

○事務局  １点確認させていただきたいと思います。最後のディスインセンティブのとこ

ろについては、今回記載している基準で進めさせていただいてもよろしいですか。  

○逢見副主査  「但し」以下のところを修正すると。  

○事務局  修正するということですね。  

○小林副主査  だから、参入される方にとってかなりネガティブな記載ぶりにならないよ

うにした方がいいということだと思うんです。今までの経験から言えば、それだけ目標達

成するというのは予測されるし、また期待されるわけなので、それは達成していただきた

い。だからインセンティブを設定しました。だけど、事業者の責めに帰さない部分を除い

て業務努力が余りかんばしくないときには、それだけのものをしますという意味合いなん

ですね。  

 だから、５％とか何かというのがかなりダメージだというふうに参入する事業者が思わ

ないように、よりポジティブな方に光を当てていただくように書いていただいた方がいい

ということですね。  

○事務局  アンケート調査の回収率の記載ぶりと「オ」の記載について御検討いただきま

して、それを事務局の方にいただいて、また委員の方に個別に確認させていただいて御了

解がいただければ、パブリックコメントという形にさせていただきたいと思います。  

○小林副主査  それでは、そのようなプロセスで進めたいと思います。  

 本実施要項（案）につきましては次回の審議で議了するという方向で調整を進めたいと

思いますので、機構におかれましては本日の審議を踏まえてそれで引き続き検討していた

だくようにお願いいたします。また、事務局から連絡があった件について調整を進めたい

と思いますので、よろしくお願いします。  



 24

では、本日はありがとうございました。  

 

        （国際協力機構（国際協力人材センター）退室）  

               （休  憩）  

         （国際協力機構（海外移住資料館）入室）  

 

○小林副主査  それでは、審議を再開いたします。  

 続きまして、「海外移住資料館の管理・運営業務」の実施要項（案）の審議を行います。 

 本日は、国際協力機構ＪＩＣＡ横浜の高井所長に御出席いただいておりますので、前回

の審議を踏まえた実施要項（案）の修正点等について御説明いただきたいと思います。説

明は、 10 分程度でお願いしたいと思います。よろしくお願いします。  

○高井国際協力機構ＪＩＣＡ横浜所長  それでは、前回御指摘いただきましたところで、

まず委託費の支払いについてでございます。  

 御指摘については、特別展示については過去の実績に基づき、委託期間中の実施回数、

規模等について想定を置く。また、その想定に基づいてセミナー実施経費についても積算

を行わせ、入札金額に含んだ形で提案させるとの御指摘でございました。  

 これについては、御指摘のとおり特別展示・企画展示につきましては開催回数を決定い

たしまして、開催の規模や広報等、過去の実績と同じ程度というふうに想定いたしまして、

民間事業者に見積もりを行わせて入札金額に含むことといたしました。これは、５ページ

の「エ」の「特別展示・企画展示等業務」の（ア）でございます。  

 また、落札後において入札金額の内訳を提出させるということにより、開催の回数が増

減するという場合もございますので、そういった場合に増減についてのいわば控除、回数

の増減による追加支払い、控除を行うというようにいたしました。これについては、13 ペ

ージの（６）の「委託費の支払い」の「イ」にございます。  

 また、更に委員会の参加委員等への謝金ですとか交通費、研究委託費、ボランティアへ

の食費、こういったものについて、また企画展示の展示品制作費等についてはＪＩＣＡが

直接支払うということで、事業者のいわば庶務的な業務といったものをなくすということ

で契約金額からも外してございます。前回御説明したときには、いわば別見積もりとする

ような表現があったわけでございますけれども、これについては経理の精算処理をなくし

ました。これについては、 15 ページの（２）の「入札の実施手続き」の「ア .提出書類」

の「（ア）入札金額」の文書の後段のなお書きの部分でございます。  

 次に移りまして、業務の内容についての御指摘でございます。まず１として、資料館の

目的に沿った公共サービスの向上のために民間事業者が行われるべき業務をいわば積極的

に出すべきであり、運営委員会ですとか学術委員会の処遇業務的なものについては業務範

囲から出すべきではないかという御指摘がございました。御指摘のとおり、庶務的な業務

についてはＪＩＣＡが直接行うようにまとめました。  

 しかしながら、民間事業者の委員会への出席については、移住資料館の運営方針ですと

か学術研究の中身、進捗状況、そういったものを踏まえての事業であるというところから、

業務を円滑に実施する上でも業務の範囲から全く外してしまうということではなくて、学

術委員会との連携を保つということにさせていただいています。この部分については、 11

ページにございます「ス .運営委員会、学術委員会関連業務」の（ア）という形でまとめさ
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せていただいております。支払いについて先ほど申したとおり、「民間事業者は」という後

段の部分になっております。  

 次に、２点目といたしまして、業務内容があいまいなものも多く、民間事業者が見積も

りを行う上で業務量を図れるような記載とすべきである。業務としてのアウトプットは何

かをはっきりすべきだ。特に、公開講座やイベントの記載等については見直すようにとい

う御指摘がございました。御指摘を踏まえまして、展示に関係する業務の記載を整理し、

特別展示、企画展示、公開講座における民間事業者の役割を明確にいたしました。  

 これは、５ページに先ほど（ア）がございましたけれども、「エ」の「特別展示・企画展

示等業務」の中側に記載させていただいております。つまり、具体的にはポスターですと

かチラシですとか看板等の部分、こういったものについては具体的に記しまして定量化い

たしました。  

 また、イベントについては広報業務として９ページの「サ」の（ア）の方にまとめさせ

ていただきました。  

 ３点目でございますけれども、企画展示の扱いを整理し、つまり実施回数ですとか規模

等についてＪＩＣＡとして想定を行えるのであれば想定するようにということでございま

した。これも、先ほど開いていただきました５ページの「エ .特別展示・企画展示等業務」

の中で具体的に回数を規定いたしました。企画展示については３年で２回、特別展示につ

いては毎年３回ということで具体的に回数を書きました。また、先ほどと重複いたします

けれども、ポスター、チラシ、看板等の製作を担当するということで、展示品製作を除く

経費を入札金額に含めるということにいたしました。これについては、先ほどの５ページ

の「エ」に回数についても書かれておりますし、公開講座についてもこの中で回数を記し

てございます。  

 それから、４点目でございます。民間業者が業務量の変化を把握できるようにするため

に、これまでの費用の増加原因や傾向なども開示すべきという御指示に基づきまして、こ

れは別添７－３と７－４という形で年度別広報活動実績及びホームページのコンテンツ開

発の履歴という形で添附させていただきました。  

 最後にサービスの質の設定ということで、サービスの質の指標としてどういったことを

求めるかということです。 12 ページを開いていただきまして、「ア」、「イ」、「ウ」という

ことで「入館者数」、「教育プログラム受講者数」、「ホームページアクセス数」と、このよ

うに書かせていただいております。  

 それから、サービスの質の要求水準といたしましては入館者数について 18 年度、平成

19 年度の実績レベルと同等の３万人以上を確保すること、それから教育機関等からの入館

者を対象に実施する教育プログラムの受講者数は 1,894 人が平成 19 年度実績だったわけで

すけれども、これ以上とすること。ホームページのアクセス数についても 19 年度の実績以

上とするということでございます。  

 最後に、インセンティブ設定の考え方の基準となる数値ということでございます。これ

については、当移住資料館が入館料無料の非営利の資料館ということで、国の系列の唯一

の移住資料館ということもあって無料としているわけですけれども、ゆえに入館者増加に

伴うインセンティブの設定ということがなかなか困難であるというところから、ここでは

入館者数が明確に増えたと評価できる増加数というところと契約の金額というところから

考えまして、 10％、 3,000 人を設定して教育プログラムの受講者数、ホームページのアク
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セス数という上記の先ほど申し上げた要求水準を確保した上で、最低限のインセンティブ

として入札金額の単年度分の１％、これは年間約 80 万円くらいですけれども、そのように

設定させていただいております。  

 また、入館者増による収入増ということはないわけでございますので、いわば入館者数

増加による段階的なインセンティブといったものについては現時点では計画してございま

せん。  

 若干５分超過いたしましたけれども、以上でございます。  

○小林副主査  ありがとうございました。それでは、ただいまの御説明について御質問、

御意見をお願いいたします。  

○逢見副主査  前回の小委員会における審議を踏まえまして、幾つか修正していただいた

ところがあります。  

 特に前回、指摘したようなところもあって、基本的にはまず入札金額と契約ということ

はイコールでないといけないということが委託の原則だと思いますので、そういった意味

で特に委託費の支払いの部分で機構のお金を追加したり、控除したりするという非常にわ

かりにくいところはこれで整理されたのではないかと思います。  

 それから、業務の範囲についてもやはり民間事業者が提案するときにどういったものを

やるべきかということがきちんとわかるという点で、回数が特別展示にしても示されたと

いうことについては、非常に改善されたのではないかと思います。  

 運営委員会、学術委員会は、参加することによって自分たちが何をしなければいけない

かということを理解するという意味でも、ここは参加するということでいいんじゃないか

と思います。  

 残る論点はサービスの質の部分ではないかという感じがして、入館者数、教育プログラ

ム受講者数、ホームページアクセス数とありますが、例えば入館者数の３万人というのは

後ろの別添３の 38、 39 に入館者総数の推移があって、３万人台に乗っているのは平成 18

年度、 19 年度で、それ以前は 17 年度２万 5,000 とかとなっていますが、この３万という

のは大体安定した入館者数というふうに理解していいんですか。  

○高井所長  実は、これは移住資料館設立の計画では２万 5,000 人でございました。２万

5,000 人でございまして、御存じのとおり開館してちょうど６年たっております。通常こ

ういったものは５年から６年くらいで一通りするというのでしょうか、ちょうど今 12 万人

から 13 万人くらいになったかと思いますけれども、一巡するというふうに業界では言われ

ていると聞いております。  

 ですので、徐々に下がってくるのではないかというふうな見通しは持っていたのですけ

れども、幸いなことに昨年から今年にかけてちょうどブラジル移住 100 周年ということが

ございまして、もう既に今年度は現時点で昨年の入館者数を大幅に上回ってございます。  

○逢見副主査  平成 20 年はかなり特殊要因があるんだろうと思いますけれども。  

○高井所長  また、来年についても横浜に私どもの施設がございますが、横浜港の開港 150

周年で非常にイベントが目白押しになるというところから、そういった点でもこのままの

３万人台を当面維持できるのではないかというふうに想定してございます。  

○ 佐 藤 国 際協 力 機 構 ＪＩ Ｃ Ａ 横 浜研 修 業 務 第二 課 長  開館当初の入 館者数が余 り多くな

くて、３万人台が２回だけという御指摘だったのですけれども、やはり徐々に展示、イベ

ントというものを定期的に実施するように改善してきておりまして、別紙４の別添７－１
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に実績の一覧を提示しておりますが、17、18、19 と展示ですとか公開講座、イベントの数

というのは徐々に増えてきておりまして、こういった定期的なイベントを実施して広報し

ていくことで安定的に入館者数をある程度確保できるのかなと考えております。  

○逢見副主査  あとは、教育プログラムはやはり民間事業者の創意工夫というか、努力に

よってかなり一つの売りになる部分だと思うんですが、ここは加点項目の中にそういうと

ころがきちんと評価できる仕組みになっているんですか。  

○高井所長  18 ページの（イ）の「ｇ」ですが、これは実は加点については前回の御説明

のときと違って、業務の実施方針や実施体制の点数を上げるようにという御意見もいただ

いておりますので、この部分について 70 点から 100 点にしたわけでございます。  

○逢見副主査  変わったわけですね。  

○高井所長  はい。  

○逢見副主査  満足度とか、そういうものを評価の質の中に入れるということはどうなん

でしょうか。  

○佐藤課長  満足度につきましては、我々も測っていきたい、評価していきたいというふ

うに考えておりまして、以前の案でも含めてはいたんですけれども、ただ、なかなか回収

率という点で、研修コースに参加した人に対してアンケートをするのとは違いまして、自

由に入っていただいている入館者の方に強制ではなくてアンケート調査をお願いしている

ということで、回収率がどうしても５％とか、１けたにとどまっているというのが現状で

す。  

 その結果はモニタリングしていきたいとは考えておりますが、事務局とも相談させてい

ただきまして、現時点ではその数字は妥当性に疑問符が付きますので、そこは削除しまし

て、この３年間の中で実施していきながら考えていきたいと考えております。  

 その点、今回の実施要項の中にも、例えば教育プログラムのところで 10 ページの「シ .

教育プログラム業務」の（ア）の下の部分で、「また、民間事業者は教育プログラムに関す

るアンケートを実施し、教育プログラムの改善を図ること」、技術提案書にもその調査実施

方法について提案することとしておりまして、この３年間の中で満足度について教育プロ

グラムと、特別展示のところでも同じような記述をしているんですけれども、満足度を調

査していきたいと考えております。  

○逢見副主査  入館者一般に対してどうでしたかと、ただ紙を置いておいても多分なかな

か答えてくれないと思うんですが、教育プログラムとか、あるいは特別展示とか、企画物

についてはきちんとしたものを取る必要がある。それが質として設定するにふさわしいか

どうかというのは試行錯誤だと思いますが、実施する中で是非そういうものを取って次の

ステップのときに使えるようなものを開発していく必要があると思います。  

 ホームページアクセスの数字はどうなんですか。これは、大体、質として設定してもふ

さわしいということですか。  

○佐藤課長  今回の質の設定の根拠というか、もともとの意味は、この資料館業務自体が

知識の普及というところにあると考えておりまして、普及する度合いを測る指標として入

館者の数であったり、ホームページのアクセス数ということにしております。  

 それ以外に適当な指標も客観的な指標もなかなかないという中で、ホームページのアク

セス数というものを指標としていまして、これ自体は客観的にアクセスの数自体は積算さ

れていきますので、きちんとしたイベントなり、展示でそのホームページの情報も定期的
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に更新されていけばアクセスも確保できるというふうに考えています。  

○高井所長  ホームページについては、この移住資料館は資料館としては展示スペースそ

のものも狭うございますし、倉庫も非常に小さなものでございます。その点では、基本的

には海外のさまざまな情報と結ぶデータ資料館というところに売りがあるんだろうと思っ

ております。ですので、幸いにして少しずつアクセス数が増えておりますので、このホー

ムページについて単なる通常の美術館ですとか、そういったもののホームページとはまた

違ったレベルのものとして位置付けて指標として使っていきたいと思っています。  

○逢見副主査  ８ページの注８とか、そういうところにいわゆるデータ資料館的なものと

いうのがイメージとして出てくるんでしょうか。  

○高井所長  はい。  

○逢見副主査  こういうものは、加点の中に民間事業者の提案の中で評価する仕組みにな

っているわけですか。  

○佐藤課長  18 ページの加点の中でも、ホームページの運用・管理業務、コンテンツを拡

充するための具体的な方策というところで、（イ）の「ｅ」になりますが、そこで加点項目

としております。  

○高井所長  それから、（ウ）の最後の項目ですね。（ウ）の「ｅ」の中でもメンションさ

れています。  

○逢見副主査  今、所長も言われたデータ資料館的なものをホームページとして描いてい

るというので、もうちょっとそういうものが見えた方がいいんじゃないですか。  

○高井所長  わかりました。それでは、それは加点の中に付け加えるということでよろし

ゅうございますか。  

○逢見副主査  はい。  

○高井所長  それでは、検討いたします。  

○小林副主査  さっきの質の設定のところと関係して、その質を達成するためにどういう

ことをやっていかなければいけないのかということについて、読み込みができるという仕

組みにはなっているという理解でいいんですね。  

 この実施要項ですが、例えば３万人という入館者を達成しますとか、ビジッド数の目標

を達成するのに、さっき広報をやった結果として３万人が達成されましたというようなこ

とがあったじゃないですか。だから、その目標を達成するためにどの業務をどのぐらいの

組み立てでやらなければいけないのかということが入札に参加する企業がわかりやすくな

っているかという意味なんですけれども。  

○高井所長  御質問については、３ページの「（４）管理・運営業務の内容」というとこ

ろから、御承知のとおり前回も申し上げたとおり「ア」から「ソ」まで個々具体的に業務

を指示し、かつ具体的に提示し、または数値化をさせていただきました。その点では、か

なり具体的に物が見える仕事でございまして、抽象的なソフトの仕事とはちょっと違いま

すので、ここまで書き込めばほぼ当該分野の業者であるならば御理解いただけると思いま

す。  

 ただ、移住というところについては多分、特殊な部分もあろうかと思います。そこにつ

いては我々としても悩むところと、その特殊性を強調するということは逆に一般性を失う

ということでございますので、ＪＩＣＡとしてはむしろ一般性の方を強調するということ

で、特殊性といったものについてはＪＩＣＡそのものが政策的に担うというところから、
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できるだけ「ア」から「ソ」の中側では排除してございます。  

○小林副主査  というのは、結局この入札に参加する企業というのが見込まれるかという

か、競争が働くようになるかということをちょっと心配しているのですが。  

○高井所長  私もできるだけ参入していただければと思いますけれども、こういった業界

は非常に御存じのとおり狭うございます。このＪＩＣＡの移住資料館ができたとき、コン

ソーシアムを組んでそういった資料館や展示館などを専門とする建築のコンサルントがご

ざいました。この点については、そういった業界といったものがございますので、逆にい

かにＪＩＣＡが、そして我々が参入を望んでいるかというところで、説明会を含めて丁寧

に段取りを踏んでいくというところにもかかっているかと思います。  

○小林副主査  かなりいろいろ情報を出していただいているので、とても親切になったと

思うんですけれども、例えば委託費の内訳などを見てみると、やはり３万人を達成したと

ころのノウハウというのが、広報費みたいなところが増えていたりというようなところで

出ているような気もして、従来、委託されていたところの方が有利と言ったらいいんでし

ょうか。そこはノウハウを持っているということなんだろうと思うんですけれども、そう

いう意味でちょっと心配です。  

 だから、多分説明会等でいろいろ御説明というか、わかりやすくしていただくというこ

とは必要だろうと思います。  

○逢見副主査  あとは、インセンティブがあって 13 ページの一番下に「ア .、イ .、ウ .を

達成し、更にア .については、10％超過を達成した場合」と、結局一番わかりやすいのは入

館者数だということで、先ほどのお話ですと今年はブラジル移民 100 周年で来年は横浜開

港 150 年ですか。そういう意味で、かなり増が見込めるということで、この 10 というのは

そんなに高いというか、インセンティブですからハードルはある程度高くなければいけな

いんですけれども、やろうと思えば目標としては達成できる数字ということですか。  

○高井所長  そうでございます。また、立地条件が非常にようございます。先生方にはい

らっしゃっていただいたことはあるかもしれませんけれども、周りが徐々に今、整備され

つつございますので、そういった点で周りの環境もよくなり、神奈川県の歴史資料館です

とか、開港資料館ですとか、そういったことのネットワークで、散歩道的な形での充実度

も高くなってございますので、そこについては 10％というのはちょうどいいというわけに

はいきませんが、少なくとも来年については見込めるのではないか。内容については甘過

ぎるのかなという感じでございます。  

○松本国際協力機構ＪＩＣＡ横浜次長  逆に、今年度達成してしまっていたら更にあげな

くてもいいかというぐらいで。  

○逢見副主査  今年異常に上がり過ぎると今度は逆にということで、その辺はちょっとよ

くわからないですね。  

○小林副主査  では、時間となりましたので、本日の審議はここまでにしたいと思います

が、事務局から何か確認すべきことはありますか。  

○事務局  それでは、先ほど御指摘のありましたホームページの資料館に関するところは

加点項目でなるべく評価できるような形で記載をしていただい、その案をまた事務局に提

出していただけますでしょうか。その上で、委員の方に御了解をいただいた上、パブリッ

クコメントという形にさせていただきたいと思います。  

 あとは、業務範囲が広いということもございますので、パブリックコメントになった際



 30

には不公平にならない範囲でなるべくいろいろな業者の方からコメントをいただけるよう

な形にして、逐次記載の方を見直していただくという形でお答えをいただければと思いま

す。  

○小林副主査  ありがとうございました。  

 それでは、本実施要項（案）につきましては次回の審議で議了する方向で進めたいと思

いますので、機構におかれましては本日の議論を踏まえて検討していただきますよう、ま

たその意見募集の結果等を踏まえて引き続き検討していただきますようよろしくお願いい

たします。  

それでは、本日の入札監理小委員会はこれで終了いたします。次回の開催については、

追って事務局から連絡いたします。本日はありがとうございました。  

 

（終 了）  


